
科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

8,543,917 5,868,352
現 金 預 金 2,258,556 支 払 手 形 1,994,400
受 取 手 形 1,952,042 買 掛 金 403,360
売 掛 金 1,770,802 短 期 借 入 金 2,070,000
製 品 1,810,451 1年以内に期限到来の長期借入金 256,000
半 製 品 100,685 未 払 金 124,289
仕 掛 品 270,176 未 払 費 用 51,304
原 材 料 381,388 未 払 法 人 税 等 34,051
繰 延 税 金 資 産 54,977 未 払 事 業 税 5,300
そ の 他 45,776 未 払 消 費 税 等 61,354
貸 倒 引 当 金 △ 100,939 前 受 金 429,917

預 り 金 36,765

5,490,023 関 係 会 社 前 受 金 62,686

4,465,446 従 業 員 預 り 金 239,329
建 物 1,916,449 賞 与 引 当 金 97,532
構 築 物 51,815 そ の 他 2,058
機 械 及 装 置 898,475
車 両 運 搬 具 9,221
工 具 器 具 備 品 51,795 2,445,005
土 地 400,023 長 期 借 入 金 1,539,000
建 設 仮 勘 定 1,137,665 退 職 給 付 引 当 金 805,826

375,006 役員退職慰労引当金 94,293
特 許 権 115 預 り 保 証 金 5,885
商 標 権 383 8,313,358
電 話 施 設 利 用 権 3,633
営 業 権 365,567
ソ フ ト ウ ェ ア 5,307 1,395,000

649,570    資  本  剰  余  金 1,105,858
投 資 有 価 証 券 352,785 資 本 準 備 金 1,105,858
出 資 金 1,591    利　益  剰  余  金 3,207,012
子 会 社 株 式 10,000 利 益 準 備 金 85,250
長 期 貸 付 金 13,390 退 職 給 与 積 立 金 540,000
長 期 前 払 費 用 47 別 途 積 立 金 2,050,000
契 約 保 証 金 25,302 固定資産圧縮積立金 42,567
繰 延 税 金 資 産 251,843 当 期 未 処 分 利 益 489,195
貸 倒 引 当 金 （ 長 期 ） △ 5,390 （ う ち 当 期 利 益 ) 205,135

22,199

△ 9,487
　　　資　本　合　計 5,720,582

　　資　　産　　合　　計 14,033,941 負　債　・　資　本　合　計 14,033,941

    有形固定資産

（単位：千円）

貸　　借　　対　　照　　表
( 平成１５年 ３月３１日 現 在 ）

  （ 資 産 の 部 ）   ( 負 債 の 部 ）

    流　動　資　産    流　動　負　債

　 自      己      株      式

   株 式 等 評 価 差 額 金

    投     資     等

   資　　本　　金

  ( 資 本 の 部 )

   固　定　資　産

    無形固定資産

   固　定　負　債

　負　債　合　計



損  益  計  算  書 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

（単位：千円） 

科        目 金        額 

営  業  収  益 

売 上 高

営  業  費  用 

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

 ６，５１０，５３６

 ４，０３０，２８８

 １０，９６７，５８４

 １０，５４０，８２４

営 

業 

損 

益 

の 

部 

営  業  利  益   ４２６，７５９

 ３，２４０

５，１２４

 ３６，８７６

 ３，５８４

営 

業 

外 

損 

益 

の 

部 

営   業   外   収   益 
受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

土 地 建 物 賃 貸 料

営   業   外   費   用 
支 払 利 息

手 形 売 却 損 失

雑 損 失

現 金 歩 引

 ６０，１９５

 ９，３８７

 １，９７８

 ７６，８３１

 ４８，８２４

 １４８，３９１

経 
 
 

常 
 
 

損 
 
 

益 
 
 

の 
 
 

部 

 経  常  利  益  ３２７，１９２

特
別
損
益
の
部 

特  別  損  失 

固 定 資 産 除 却 損 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

 
１，０６４

 ５１４

１１，９５２ １３，５３０

 ３１３，６６１

 ４０，８３４

 ６７，６９１

 ２０５，１３５

 ２８４，０５９

 

 

 

 

 

 

税 引 前 当 期 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益  ４８９，１９５

 

  

          

           

           

 

 



 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法） 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

 (3) その他の有価証券 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定している） 

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 原材料、仕掛品、半製品、製品は移動平均法による原価法 

３．固定資産の減価償却方法 

 (1) 有形固定資産は定率法、立体駐車場は定額法によっている。 
     なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
      建物及び構築物   ７～５０年 
      機械装置及び運搬具 ４～１２年 

 (2) 無形固定資産は定額法を採用している。 

４．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上しておりま

す。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（666,741 千円）については、5年による按分額を費用処理して

おります。数理計算上の差異は５年による定額により按分した額をそれぞれ発生の翌会計

年度から費用処理するものとしている。 

 (4) 役員退職給付引当金 

   役員の退職金に充てるため、会社内規に基づき期末要支給額計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 



 

（貸借対照表に関する注記） 

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額        5,626,995 千円 

３．担保に供している固定資産 

    土    地     3,799 千円 

    建    物 1,108,900 千円 

    ４．受取手形割引高      113,347 千円 

    ５．子会社に対する短期金銭債権      15,681 千円 

   子会社に対する短期金銭債務     203,181 千円 

 ６．1株あたりの当期利益               １９円７８銭 
         前期(第８８期)まで期中平均発行済株式総数により算出しておりましたが、当期(第８９期)から、自己株式 

を控除した期中平均発行済株式総数によって算出しております。 

    ７．平成１４年改正前商法第２８７条の２に規定する役員退職慰労引当金は、94,293 千円で

あります。 

    ８．平成１４年改正前商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額は、22,199 千円であ

ります。 

９．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産

として電子計算機ほかがあります。 

 

（損益計算書に関する注記） 

    １．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．子会社との取引高 

      売  上  高          47,039 千円 
      仕  入  高         376,983 千円 
      営業取引以外の取引高            359 千円 


